
- 1 -

名古屋地裁、昭和四一年(行ウ)第九号・十号、四六・一二・一七判決

(判 決)

原 告 ＣＢＣ合唱団労働組合

原 告 ＣＢＣ管弦楽団労働組合

被 告 愛知県地方労働委員会

被告補助参加人 中部日本放送株式会社

右当事者間の昭和四一年(行ウ)第九、一〇号不当労働行為救済申立棄却命令取消併

合事件について当裁判所は次のとおり判決する。

(主 文)

一、被告が愛労委昭和四〇年(不)第四号(申立人原告ＣＢＣ合唱団労働組合、被申立人

中部日本放送株式会社)同(不)第五号(申立人原告ＣＢＣ管弦楽団労働組合、被申立

人中部日本放送株式会社)各不当労働行為救済申立事件につき昭和四一年二月一九日

付でなした各命令は、いずれもこれを取消す。

二、訴訟費用中補助参加によって生じた分は補助参加人の負担とし、その余は被告の

負担とする。

(事 実)

第一、当事者双方の申立

昭和四一年(行ウ)第九号事件原告ＣＢＣ合唱団労働組合(以下「原告合唱団労組」

という。)、第一〇号事件原告ＣＢＣ管弦楽団労働組合(以下「原告楽団労組」とい

う。)は「主文第一項と同旨及び訴訟費用は右(行ウ)第九、一〇号事件被告愛知県地

方労働委員会、以下「被告」という。)の負担とする。」との判決を求め、被告は、

本案前の申立として、「本件各訴を却下する。訴訟費用は原告らの負担とする。」と

の判决、本案につき「原告らの請求を棄却する。訴訟費用は原告らの負担とする。」

との判決を求めた。

第二、原告らの主張

一 原告合唱団労組は、昭和三九年五月一日にＣＢＣ合唱団員により結成され、原告

楽団労組は、同年五月一九日にＣＢＣ管弦楽団員により結成された。原告らは組合

結成以来、使用者である中部日本放送株式会社(昭和四一年(行ウ)第九、一〇号事件

被告補助参加人、以下「参加人」又は「会社」という。)に団体交渉を申し入れたが、

参加人はこれに応じないので、原告らは、昭和四〇年三月三〇日被告に対し、参加

人を相手取り、それぞれ参加人が原告らのなす団体交渉申入れに応じて団体交渉を

なすこと、並びに参加人がそれについての非を認める陳謝文の交付、掲示及び公告

をなすことを求める不当労働行為救済命令申立(愛労委昭和四〇年(不)第四、五号事

件)をした。

二 ところが被告は、原告らの右各申立に対し昭和四一年二月一九日付を以ってそれ

ぞれ「本件救済申立はこれを棄却する」旨の命令(以下「本件命令」という。)をな

し、右各命令書は、同月二〇日原告らに送達された。

右命令の理由は別紙その一記載のとおりであり、その要旨は、原告らの労組員と

参加人との間には、使用従属関係があるとは認められないから、参加人は労働組合

法第七条の使用者にあたらない。従って不当労働行為の成立する余地はないという
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にある。

三 しかし、原告らの構成員である合唱団員及び楽団員と参加人との間には使用従属

の関係が存することは明らかであり、これら各団員は労働組合法の適用を受ける労

働者であることは明白である。

四 以下にその理由を詳論する。

(一) 労働組合の結成

原告合唱団労組は、昭和三九年五月一五日上部組合である日本民間放送労動組

合連合会(以下「民放労連」という。)に加入し、昭和四一年七月現在二三名の組

合員を有し、原告楽団労組は、昭和三九年八月二〇日民放労連に加入し、昭和四

一年七月現在二二名の組合員を有する。

参加人は、昭和三九年三月二五日合唱団員中女子五名に対し再契約拒否をした

が、このことが、一年前から醸成されていた組合結成の気運を具体化する直接の

契機となり、組合が結成されたのである。

かくて結成された組合は、合唱団労組については(1)前記五名の解雇の撤回、(2)

契約内容の改善、(3)合唱団の存続、(4)資金労働条件の改善の四点につき参加人

に団体交渉を申入れ、楽団労組も同旨の団体交渉を申入れていたのである。

(二) 参加人と各団員との契約関係の実態

1 参加人は、各団員に対し毎月二三日参加人社員(以下「社員」という。)と同様

に人事課で給与の支払をなし昭和四〇年三月までは、本給として毎月一定額が給

与明細書に記載されていた。同年四月以降はこれを契約金出演料と訂正して、あ

たかも賃金でないような表示をするようになったが、その実質は、従前どおり賃

金であることに変りはなかった。

しかも、参加人は、右賃金から所得税の源泉徴収、健康保険料、失業保険料、

共済会々費、共済会借入返済金、社内預金、団体加入生命保険料等を社員と同様

差し引いていた。

各団員は、社員と同様参加人の諸施設を利用していたし、社員運動会のような

行事には芸能部員として参加していた。社員に配布される会社社内報も各団員に

配布されていた。

女子合唱団員の出産時には、九〇日の産前産後の有給休暇が与えられていたし、

退職金、有給休暇等の制度もあった。

このように各団員は社員と全く同様な扱いを受けて来たのであり、専属契約、

優先契約、自由契約と推移した各団員と参加人との契約形式は全く形式的なもの

にすぎず、その労務提供の仕方その他の実態から見ると、右のような契約上の推

移にもかかわらず、参加人と各団員との間には使用従属関係が在するのである。

労働法上は契約形態がどのようなものであれ、被用者が有形無形の経済的利益

を得て、一定の労働条件のもとに、使用者に対し、肉体的精神的労務を提供する

関係にあれば、労働法上保護すべき労使関係とみるべきである。

被告の本件命令のように雇傭契約の当事者でなければ労使関係とはみられない

ということになると、使用者が一方的に雇傭契約の内容を変更さえすれば、労働

者を労働諸法規の保護から排除できることになる。
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2 なお昭和四〇年度の自由出演契約なる契約については次のとおり主張する。

もともと、原告らの構成員であるＣＢＣ合唱団員、楽団員と参加人との出演契

約は、当初の契約が一年毎に新規に更新されるというものではなく、期限の定め

ない契約なのであり、一年毎の新規の契約書の作成調印は、参加人が一方的に決

定した契約金、出演料を確認する意味をもつにすぎないのである。

ところが、参加人は昭和四〇年に至り、合唱団員及び楽団員に対し、自由出演

契約なる契約書を提示し、その内容の十分な説明もせず、基本的な契約関係は従

来と全く変らないことを強調し、契約内容について深く検討の機会を与えないま

ま、即時に契約締結を承諾することを要求した。そこで右各団員は、やむなく右

契約書に署名捺印をした次第である。

かような自由出演契約締結の経緯からすれば、右契約は当初の期限の定めのな

い出演契約に包含されている基本的な契約関係に何らの法的な変更を加えたもの

ではないと解するのが相当である。

自由出演契約が、もし参加人の出演指定に対し出演するか否かの諾否が右各団

員の全く自由に任かされている契約であるとすれば、常時出演指定を拒否するこ

とも自由な筈であるが、このような契約によって参加人の演唱演奏という必要な

芸術的労働力を随時確保することができるであろうか。

従って自由出演契約が、もし従来の出演契約に包含されている基本的な契約関

係に法的な変更を加えた、別言すれば、異質な契約であるとすれば、どのような

点が変更されたのか(異質になったのか)理解することができないから、自由出演

契約は法的には成立していないとみるべきであり、仮に成立していたとしてもそ

の効力を生ずるに由ない契約という外はない。但し「自由出演契約」と称する契

約書に記載された契約金、出演料額については、従来の新規契約書の調印のとき

と同じく、参加人の一方的に決定した契約金、出演料額を確認する意味をもつこ

とになる。

これを要するに、自由出演契約と題する契約に形式上は変更されたにかかわら

ず、当初の期限の定めのない出演契約が実態としても法的にも継続していると解

するのが相当である。

(三) 原告らが団体交渉を求める必要性と緊急性

原告合唱団労組は昭和三九年五月一日以降、原告楽団労組は同年五月一九日以

降それぞれ参加人に対し団体交渉を要求して来たが参加人はこれに応じない。

参加人の右団体交渉拒否は、労働組合に対する強烈な嫌悪感以外の何ものでも

ない。

原告らの申入れた団体交渉事項は本人のみならず家族の生活がかかっておりそ

の必要性及び緊急性の度合は極めて強い。

(四) 芸能員労働者に対する圧迫の実情

民間放送は昭和二六年ＣＢＣラジオが開設され、それ以後急速に各地で開局さ

れた。

劇団、楽団、合唱団等の芸能団は民間放送発足とともに、各局共にいっせいに

作られ、いずれもその局のイメージアップのために大きな貢献をした。
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原告らの構成員で作られた合唱団、管弦楽団も参加人の事業の発展について重

要な役割を果した。

ところが、昭和三五年ごろからラジオ、テレビを通じて放送番組をネットワー

クにより、中央キー局から発信する方式(中央集約化方式)が行なわれるようにな

り、民放産業規模の機械化、自動化による合理化が急速に進行し、昭和四〇年に

至り民放各局共に新入社員の採用を縮減し、下請導入の方針をとるようになった。

こうした企業の合理化は芸能員労働者の地位、生活に対する重大な脅威となっ

てくることは自然の成行である。そこで芸能員労働者は地位の安定と一般社員と

同一の労働条件を求めて、つぎつぎに労働組合の結成をはかるようになった。

ところが、このような芸能員労働者の当然の要求、とくに労働組合を結成し、

団体交渉を要求したことに対し、民放会社はいっせいに組合破壊の攻撃を激しく

加えた。(最初の組合結成は昭和三一年のＣＢＣ劇団労働組合であるが、参加人は

劇団員全員解雇の措置でこれに対抗し、抗争の結果解雇は撤回されたが、契約形

式は改悪された。)

しかし、芸能員労働者の前記のような切実な要求にもとづいて、昭和三三年Ｎ

ＨＫ芸能員労組、同三六年大阪ＡＢＣアンサンブル労組、ラジオ中国芸能員労組、

同三七年から三八年にかけてＴＢＳ楽団労組とＫＢＣ劇団労組、同三九年原告ら

労組がそれぞれ結成されるに至った。

このような相つぐ労働組合の結成に対し、民放各社は各種の攻撃を行なって来

た。

本件において、参加人が原告らに対し、団体交渉に応ぜず、組合員との契約を

一方的に改悪したのは、原告ら組合の結成と活動を嫌悪し、敵視して行った組合

破壊策である。

五 被告の本案前の主張に対しては、次のとおり争う。

労働委員会のなす命令は、それが認容であれ、棄却であれ、いずれも講学上命令

的行政行為といわれるものにあたり、等しく行政処分であることは明らかである。

そして、労働者又は労働組合は、右行政処分である棄却命令の取消を求める法律

上の利益を有する。

けだし、労働委員会は、不当労働行為の存することを認定したときは、救済を与

えなければならない法律上の義務があり、労働者又は労働組合は、この場合救済を

受けるべき法律上の地位を有するわけである。従って、労働委員会が違法に救済を

拒否する処分をしたときは、労働者又は労働組合は、この法律上の地位、利益を害

されたことになるからである。

もっとも、昭和三七年の改正前の労働組合法では第二七条六項、一一項の規定の

解釈をめぐって争いがあったことは周知のとおりであるが、現行労働組合法は、第

二七条一一項において、第七項(使用者が地方労働委員会の命令に対し再審査の申立

をしたときは、中央労働委員会の命令に対してのみ取消の訴えを提起できる)の規定

は、労働組合又は労働者が行政事件訴訟法の定めるところにより提起する取消の訴

えについて準用すると明定した。これにより現行法の下では、労働委員会の棄却命

令に対し取消訴訟を提起できることは一点の疑も存しないのである。
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第三、被告の主張

一 本案前の主張

本訴は行政事件訴訟法第三条所定の抗告訴訟のうちの「処分取消しの訴え」と解

されるが、本件命令は申立人の救済申立を棄却したものであって行政庁の処分とは

言えないから、本訴は権利保護の資格に欠けるというべきである。

仮に、本件命令が行政庁の処分にあたるとしても、本件命令の効力を直接原告ら

が受けるとは言えない。即ち不当労働行為の救済命令は、行政権の発動により使用

者に対しこれに従うべき公法上の義務を課し、使用者がこれに従わないときは過料

を課すことによって間接強制による実効を期する制度であり、従って救済命令の効

力をうくべき相手方は使用者に限られている。

救済申立人は、申立によって地方労働委員会の使用者に対する行政処分の発動を

促すにすぎないのである。

この理は、棄却命令についても同様であり、棄却命令は使用者に対し行政権の発

動をしないということを明らかにしたにとどまり、命令の相手方も使用者であり、

申立人ではない。

従って原告らは、本件命令の取消を求めるにつき法律上の利益を有しない。

二 本案についての主張

(一) 原告ら主張の請求原因事実中第一項の事実は原告らがその主張のとおりの救済

命令申立をしたことは認める。その余は知らない。

同第二項の事実は認める。同第三、四項の主張は争う。

(二) 原告らの主張の要旨は、原告らの構成員である合唱団員及び楽団員と参加人と

の間に使用従属関係が存在するにかかわらず、これを否定した本件各棄却命令は、

その点において事実を誤認し、判断を誤ったものであるというに帰着するが、本

件各棄却命令の理由は別紙その一のとおりであり、合唱団員、楽団員共に企業内

の組織に組み入れられておらず、使用者の一般的指揮権に服するものとは認め難

い。そして原告ら組合の構成員と参加人との間には、出演発注に対し、諾否自由

の立場においてこれを受諾したときに始めて出演義務が発生するという程度のゆ

るやかな関係のあることは認められるが、使用従属関係があるとは認められない。

従って原告ら組合と参加人との間では参加人は労働組合法第七条にいう使用者た

りえず、不当労働行為の成立する余地はないから、原告ら組合の本件申立は失当

として棄却すべきであるとの判断の下に本件棄却命令をしたのであって、右各命

令はもとより正当である。

第四 参加人の主張

一 本案前の主張

原告ら労組の構成員は、被告主張のとおり労働組合法第三条、労働基準法第九条

にいう労働者ではないから、原告らは労働組合たる資格を有していない。

従って原告らは、参加人に対し団体交渉請求権を有せず、被告のした本件処分の

取消を求める法律上の利益を有しない。

仮に右主張が理由ないとしても、後述するとおり原告合唱団労組の構成員と参加

人との契約は、すべて昭和四一年三月末日を以って終了しているのであり、これら
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の者と参加人との間には団体交渉をなすべき対象となる事項は何ら存しない。

従って原告合唱団労組は本件処分の取消を求める法律上の利益を欠くというべき

である。

二 本案についての主張

別紙その二のとおり

第五、証拠

原告らは、甲第一ないし第一六号証の各一、二、第一七号証の一ないし三、第一

八ないし第二八号証の各一、二、第二九号証の一ないし四、第三〇ないし第四四号

証の各一、二、第四五号証の一ないし三、第四六ないし第五六号証の各一、二、第

五七ないし第六二号証、第六三、六四号証の各一、二、第六五号証、第六六号証の

一ないし四、(第六七号証は欠番)第六八、第六九号証、第七〇号証の一、二、第七

一ないし第九一号証、第九二号証の一ないし二二、第九三ないし第一〇五号証、及

び検甲第一ないし第三号証を提出し、検甲第一号証は参加人が昭和三五年一二月開

局一〇周年記念のために発刊したパンフレットである。検甲第二、第三号証は、原

告楽団労組が参加人宛発信した封書で開封されずに返却されたものである、と述べ、

証人Ｘ１、同Ｘ２、同Ｚ１、同Ｚ２、同Ｚ３の各証言を援用し、乙第五号証の四な

いし六、丙第五号証の五の一、二の成立は不知、その余の乙、丙、丁号各証の成立

は認める、と述べた。

被告は、乙第一号証の一ないし七、第二号証の一ないし四、第三号証の一ないし

三、第四号証の一ないし四三、第五号証の一ないし六、第六号証、丙第一号証の一

ないし七、第二号証の一ないし四、第三号証の一ないし三、第四号証の一ないし五、

同号証の六の一、二、同号証の七ないし二〇、同号証の二一の一、二、同号証の二

二の一ないし六、同号証の二三ないし二九、第五号証の一、二、同号証の三の一な

いし二四、同号証の四の一ないし一一、同号証の五の一、二、同号証の五の六の一

ないし五、同号証の五の七を提出し、甲第六六号証の一ないし四、第七一、第七二、

第七五、第七九、第八二、第八三、第八四号証のうち官署作成部分、第九五、第一

〇〇、第一〇三ないし第一〇五号証の各成立は認める。第七一、第七二、第七五、

第七九、第八二、第八三、第八四号証のうちその余の部分及びその余の甲号各証の

成立は不知と述べ、検甲号各証が原告ら主張のような書面であることは不知、但し

検甲第二、三号証の官署作成部分の成立は認める、と述べた。

参加人は、丁第一、二号証、第三号証の一、二を提出し、証人Ｚ４、同Ｙ１、同

Ｚ５の各証言を援用し、甲号各証、検甲第二、三号証の認否は被告と同一である。

検甲第一号証は発行年月日を除いて原告ら主張のとおりの書面であることは認める、

と述べた。

当裁判所は、職権で原告ら各代表者本人を尋問した。

(理 由）

一 原告らが昭和四〇年三月三〇日参加人を相手として原告ら主張のとおりの不当労働

行為救済命令申立をなし、被告が昭和四一年二月一九日右各申立を棄却する命令をな

し、右各命令書は同月二〇日原告らに送達されたこと、右命令の理由は別紙その一の

とおりであり、要するに、原告ら労組の構成員と参加人との間には、使用従属関係が
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あるとは認められず、参加人は労組法第七条の使用者にあたらないというにあったこ

と、以上の事実は当事者間に争いがない。

二 よって、先ず本訴の適否につき判断する。

不当労働行為救済申立事件についてなす労働委員会の審決は、その内容が認容たる

と、棄却又は却下たるとをとわず、等しく行政機関である労働委員会のなす行政処分

であると解すべきである。すなわち、労働委員会は、不当労働行為の存することが認

定されるならば、常に必ずなんらかの救済を与えなければならない法律上の義務を負

い、不当労働行為が存するのにかかわらず、何んらの救済をもしないことは許されな

いものと解すべきである。この見地からすれば不当労働行為が存するのに、救済申立

を棄却又は却下する労働委員会の審決は行政事件訴訟法第三条に規定する抗告訴訟の

対象となる行政処分であることは明らかである。そして現行労組法の下にあっては、

労働者又は労働組合は、地方労働委員会の申立棄却又は却下の命令に対し中央労働委

員会に再審査の申立をしないときは、直接取消を求める行政訴訟を提起できることは

法文上も明白である。

被告は、原告らは、本件命令の取消を求める法律上の利益がない旨主張する。しか

し、本件命令が行政処分であることは前述のとおりであり、もし不当労働行為が存在

するにかかわらず、その救済申立を棄却又は却下するならば、それは行政庁の違法な

行政処分に外ならず、原告らは救済を受けるべき法律上の地位、利益を害されたこと

になるから、取消を求める法律上の利益を有することは明らかである。

三 参加人は、原告らの構成員は労組法第三条、労基法第九条にいう労働者ではないか

ら、原告らは、労組法第二条にいう労働組合の資格を有せず、従って団体交渉請求権

を有しない旨主張する。

しかし、後述するとおり、原告らの構成員は労組法第三条にいう労働者にあたると

解され、従って、これらの者によって組織されている原告らは、労組法第二条の労働

組合たる資格を有するものと認められるから、参加人の右主張は採用できない。

四 参加人は、原告合唱団労組の構成員と参加人との契約は、すべて昭和四一年三月末

日限り終了しているから、原告合唱団労組は、本件命令の取消を求める法律上の利益

を有しない旨主張する。

元来、団体交渉権は、労働者の団結体がその対抗する相手方である使用者に対して

のみ主張し得る権利であるから当該使用者との間に具体的に労働関係を有する労働者

の団結体がこれを有することは言うまでもない。しかし当該使用者に対し団体交渉権

の主体たり得るものは、それに止まらず、当該使用者に対しいわゆる対向的労働関係

を有する労働者の団結体、別言すれば労使関係の可能性を有する労働者の団結体もす

べてこれに含まれると解するのが相当である。

けだし、労働権保護のためには、現存する労働関係のみならず、労働関係への結び

つき、ないしそれからの離脱に対しても、共に団結力による自主的解决を認める必要

があるからである。

そして、参加人と原告合唱団労組の構成員との間の契約関係は、使用従属の関係と

目すべきことは後述のとおりであり、右契約関係が現に消滅しているか，存続してい

るかについては、別件(当庁昭和四二年(ワ)第二〇九三号事件)において係争中である
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ことは当裁判所に顕著である。

このように、労働関係の存否につき労使に争いが存するときは、労使の対向関係は

未だ確定的に失われていないのであるから、かかる労働者の組織する組合である原告

合唱団労組は、当然に団体交渉権の主体たり得るものと解するのが相当である。

してみると、原告合唱団労組は、本件命令の取消を求める法律上の利益を有するこ

とは明らかである。

五 よって、進んで本案につき考察する。

(一) 当裁判所の結論を先に示すと次のとおりである。すなわち原告らの構成員であ

る各団員(以下、これを「演唱契約者」ないし「演奏契約者」という。）と参加人

との間の契約関係は、本件命令のなされた昭和四一年二月一九日の時点において

は、すべて自由出演契約と称せられる出演契約であり、これは民法の典型契約で

ある雇傭契約と目し得るかどうかは別として、その出演の実態に照らすと、専属

出演契約時代に存していた使用従属の関係は自由出演契約においても、なお同質

的に存続しており、その限りにおいて右各契約者は労組法第三条にいう労働者と

認められる。

従って、これらの者の組織する労働組合である原告らは、当然に団体交渉権の

主体たり得るものと解される。また右各契約者と参加人との間には労使の対向関

係が存するものと認められるから、参加人は、労組法第七条二号にいう使用者に

あたると解される。

従って、参加人が、同条同号にいう使用者にあたらないことを理由に原告らの

各不当労働行為救済申立を棄却した本件各命令は、失当であるから取消すべきも

のである。

以下にその理由を詳述する。

(二) 戦後民間放送局の開局に伴い、放送出演を目的とする放送出演契約という新ら

しい契約形態が発生したことは、顕著な事実である。そして証人Ｚ１、同Ｚ５の

各証言によれば、右放送出演契約は、一般に、当初は、専属出演契約であり、つ

いで回数出演契約、優先出演契約、自由出演契約と順次契約型態が推移している

ことが認められる。かかる放送出演契約に基づいて演唱ないし演奏技能を提供す

る者が、労組法の保護を受ける労働者であるか否かを決するためには、単に出演

契約書の文言のみの考察に止まることなく、これと併せて、契約締結の実際の経

緯、契約当事者の契約内容に対する理解の仕方ないし出演の実態、及び従前の契

約関係との対比等諸般の事情を総合して判断することが肝要である。

そして、右のような諸般の事情を総合して契約文言の上からは、民法の典型契

約である雇傭契約とは目し得ず、形式的にはいわゆる諾否自由で対等の地位に立

つものと考えられるにもかかわらず、実質的には、経済的弱者として相手方によ

る労働条件の一方的決定を甘受せざるを得ない状態にあると認められる場合は、

使用従属関係にあるものとして労組法の保護を受ける労働者と認めるのが相当で

ある。

以下この見地に立って考察を進める。

(三)演唱契約者について
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(1) 専属契約時代

成立の争のない乙第一号証の二、四ないし六、第三号証の二、第四号証の三二な

いし三四、三六、三八、三九、証人Ｙ１、同Ｚ４の各証言、右Ｙ１証人の証言によ

り成立を認めうる乙第五号証の四を総合すると、次の事実が認められる。

(イ) 参加人は、昭和二九年一一月約一二名の者と専属出演契約(以下「専属契約」と

いう。)を結び、これら契約者をＣＢＣ合唱団と呼称し、演唱者として出演させた。

専属契約書の文言は次のとおりである。

昭和二九年当初においては、「音楽演唱者として会社の発注する放送並びに放送

附帯業務に出演することを約諾する。」ことを契約内容とし、その就業規準は、会

社の芸能員就業規則によるものとし、別にこれを定めること、右規準に従って、

なす就業に対する報酬としては、保障出演料と超過出演料の二種とし、契約期間

は一ヵ年、期間満了一ヵ月前に何れか一方より解約又は更新の申入をなさないと

きは、自動的に継続延長するというものであった。

ついで、昭和三一年に至って、契約期間については、会社から一ヵ月前に更新

の申入をしないときは、自動的に解約になると改められ、更に昭和三三年には、

報酬は、月割契約金と保証出演料(月間の標準就業指定時間単位を一一〇時間と定

め、これに対し支払われる出演料)及び超過出演料(月間の右標準指定時間をこえ

たときに一時間単位で支払われる出演料)の三種とされ、昭和三五年には、「疾病、

出産、冠婚、葬祭等特別の事由によらないで会社の出演指定にかかわらず、出演

しないときは、当該月の契約金の一部を又は全部を支給しないことができる」と

の条項が附加された。

(ロ) 芸能員就業規則は、昭和二八年一一月一日から劇団員、効果団員、楽団員を対

象に既に制定、施行されていたが、演唱契約者を対象とする特別の規則は制定さ

れず、事実上右芸能員就業規則が準用されていた。右規則の内容は大要次のとお

りである。

すなわち、発注を受けたときは、速かに受注確認の署名をすること、所定のバ

ッチをつけ、身分証明書を所持すること、受注業務に出演できないときは、予め

事由を附して届出ること、傷病により四日以上受注できないときは、診断書を提

出すること、就業指定を拒否し又は他所において類似業務に従事したり、又は、

会社の許諾なくして他社出演(会社以外の放送並びに放送関係業務に出演すること

をいう。)することは禁止されていること、就業指定に対しては正当事由なき限り

拒否できないこと、その他休日、休業、賞与、慰労金についての規程がある外に、

安全保健衛生については、社員の職員就業規則の必要部分が準用されること、業

務上の死亡、負傷についても、社員の職員災害補償規定が準用されること、冠婚

葬祭については会社厚生共済会の必要部分が準用されること等が規定されていた。

(ハ) これら演唱契約者は、当初採用されるに際しテストを受けたが、採用以来昭和

三七年度を除いて毎年契約期間が満了するに際し、毎年技能テストが実施されて

おり、テスト不合格を理由に再契約を拒否されたものは、昭和三四年、同三八年

に各一名、昭和三九年に五名であった。右以外の者は、自発的に再契約を希望し

ないものを除いて、毎年契約が更新されており、専属契約が後記の自由出演契約
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に切り変った昭和四〇年三月現在でみると、昭和三二年に当初の契約をしてから

八年間も更新を継続されている者もいた。(更新継続年数の内訳は八年一名、七年、

六年各二名、五年三名、四年四名、三年三名、二年一名、一年六名である。)

(ニ) 出演並びに報酬額の実態は次のとおりである。すなわち、先ず出演の発注は、

原則として一週間前に(場合により二四時間前に)演奏指定伝票によってなされ、

これが合唱団控室の掲示板に掲示されると、各自必ず確認のチェックをする。出

演は右指定伝票により指定される時間、場所、指揮者に従って出演する。

出演報酬は、昭和三九年度で月割契約金は平均九〇〇〇円ないし、一〇、〇〇

〇円、出演料は平均一五、〇〇〇円ないし二〇、〇〇〇円であり、出演時間は月

平均六〇ないし七〇時間であった。（契約者の一人であるＸ３についてみると、昭

和三七年六月の出演時間は一〇三時間、出勤日数二二日、昭和三八年六月の出演

時間は五四時間、出勤日数一九日、昭和三九年六月の出演時間六九時間、出勤日

数一五日、昭和四〇年三月出演時間七七時間、出勤日数一七日である。但し出演

時間は出演のための正規の練習時間を含むものである。）

他社出演は許可ある場合の外は禁止されており、他所出演(個人でアルバイトと

して家庭教師や学校の講師をすること)は当初は許可制であり、ついで届出制に変

ったが、他社出演については、許可を受けて出演した例は極めて僅少であり、他

所出演は、いわゆる副業の域を出でず、それによる収入は、演唱契約者としての

報酬を上廻ることは決してなく、むしろその不足分を補う程度のものであった。

以上の事実が認められ、他に右認定を左右するに足りる的確な証拠は存しない。

なお証人Ｙ１の証言により成立を認め得る乙第五号証の五、丙第五号証の五の

一によれば、参加人には専属契約時代に出演内規なる文書が存したことが認めら

れるが、右Ｙ１証人の証言によれば、右文書は参加人芸能部長の個人的なメモ的

文書であって、公表されたものでないことが認められるから、演唱契約者の就業

規準が、右文書どおりに規律されていたものと認定することは困難である。

従って右文書の存在は前記認定を左右するに足りる資料とはなし難い。

(ホ) 以上(イ)ないし(ニ)に認定した事実に、証人Ｘ２の証言、原告合唱団労組代表

者本人尋問の結果、これらにより成立を認め得る甲第五七、第六〇、第六九号証、

第七〇号証の一により認められる演唱契約者も、社員バッチ(通常の職員とは色は

異るがデザインは同じ)名刺、身分証明書(昭和三六年までは当社職員であること

を証明するとの文言が、翌年から合唱契約者であることを証明するとの文言が記

載されていた。)が参加人から交付され、健康保険、厚生共済会にも加入している

ことを総合すれば、専属契約は、仕事の完成を目的とする請負ないしこれに類似

する契約とは認め難く、契約金、保証出演料は固定給ないし生活給的要素を保持

していると解され、かつ発注に対しては、原則としてこれを拒否することが許さ

れないため、常時待機を余儀なくされるから、事実上就労時間の定めはなくとも、

時間的に拘束され、参加人の一般的労務指揮の支配下に常時あるものと解される

から、演唱契約者と参加人との間の契約関係は、雇傭契約関係とみることができ、

使用従属関係が存すると解するのが相当である。(昭和三四年七月七日付の労働省

解釈例規基収二一四五号も同様な見解であることは、証人Ｚ１の証言、右証言に
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より成立を認めうる甲第一〇一号証により認められる。)

従って、専属契約時代の演唱契約者は、労組法の保護を受ける労働者であった

ことは明らかである。

なお、契約期間は一ヵ年であったが、テスト不合格を理由に再契約を拒否され

た七名の者を除いてその余の契約者が反覆して更新を継続して来たことは、前述

したとおりである。このような契約更新の実態に照らすと、契約者が期間満了後

も、使用者である参加人において契約を更新して、雇傭を継続するものと期待す

ることは当然の成行であり、各期待することに合理性が認められるから、使用者

の更新拒絶は実質上解雇と同視すべきである。

従って、使用者が契約の更新を拒絶することについては、解雇と同一法理によ

り、相当な事由の存在を要すると解すべきである。

専属契約時代における演唱契約者の労働関係上の地位は、以上に述べたような

ものとして理解されるべきである。

(2) 自由契約時代

(イ) 前顕乙第一号証の五、六、成立に争のない乙第四号の三五、第五号証の三、証人

Ｙ１の証言によれば、次の事実が認められる。

昭和四〇年四月一日から、専属契約期間の満了する一六名の演唱契約者と参加人

との間に別紙その三のとおりの契約(以下「自由契約」という。)が結ばれた。

右契約は、契約書によれば、報酬は契約金(年額、月割払)と出演料の二本立とし、

出演によって生じた著作権、複製権は会社に属するものとし、会社名を使用してす

る他社出演は会社の許可を受けることを要し、期間は一ヵ年となっており、芸能員

就業規則によるとの文言はなくなっていた。

他に右認定に反する証拠は存しない。

右事実によれば、自由契約の契約文言上からは、他社出演、他所出演は全くの自

由となり、参加人の発注に対する諾否も自由となったものと解される。

然し右契約書の冒頭には、「会社の放送並びにその附帯する事業に出演すること

を次の条件で契約する。」と記載されており、もし出演に対する発注の諾否が、全

くの自由となったときは、常に他社出演等を理由に拒否するという事態も生ずるこ

とになるわけであるが、このような事態の発生は、本契約書の冒頭の右文言から考

えて、契約当事者である参加人ないし契約者の予想していないことがらに属するこ

とは明らかである。

参加人側も、演唱契約者側も、自由契約における本質的契約関係を、諾否自由な

関係とは考えていなかったことは、前顕乙第一号証の四、六に明らかである。すな

わち、前顕乙第一号証の六(地労委における証人Ｙ１審問調書)によれば、参加人芸

能部長Ｙ１は、自由契約における出演発注に対する拒否は、法的には契約違反を構

成しないが、道義的には非難さるべきことがらであり、拒否はできないと考える。

度重なる出演発注に対する拒否は、次年度の再契約締結のとき当然考慮される旨、

右審問の際供述していたことが認められ、前顕乙第一号証の四(同じくＸ３審問調

書)によれば、演唱契約者のこの点の理解の仕方も全く同じであって、事実上は発

注に対し応諾義務があると考えていたことが認められる。
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右説示すところに反する前顕乙第一号証の五、六、証人Ｙ１、同Ｚ４の各証言部

分はたやすく信用し難く、他に右認定を左右するに足りる証拠は存しない。

このように、契約文言にかかわらず、参加人の発注に対し契約者は事実上これを

拒否できないというのであるから、自由契約を文字通り諾否自由な契約関係と解す

ることはできない道理である。(前顕丁第三号証によれば、自由契約になってから

発注を拒否された事例は一年間に三件のみであったことが認められる。）

(ロ) 前顕乙第一号証の二、五、六、成立に争のない乙第四号証の一ないし三〇、証人

Ｙ１、同Ｘ２、同Ｚ２の各証言、原告合唱団労組代表者本人尋問の結果によれば、

自由契約が結ばれた経緯は次のとおりであることが認められる。

演唱契約者は、昭和三九年五月原告合唱団労組を結成し、夏季手当、失業保険の

適用、掲示板、書記局の設置貸与方、その他の就業条件について、参加人に団体交

渉を申入れ、かつ五名の再契約締結拒否の撤回方を要求し、参加人との間に再三話

し合いが行なわれたが、参加人は、再契約拒否の撤回要求及び契約条件の改善の二

点については組合との話し合いを拒否し、かつ既に契約者の地位を失っている五名

(前記昭和三九年において再契約を拒否されたもの)が、もし組合員の中に含まれる

なら、そういう組合とは話し合うわけにはいかないとの見解を原告合唱団労組に示

した。右以外の組合の申入事項については事実上の話し合いが行なわれた。

かくて、昭和四〇年三月の契約更新期を迎えたが、参加人は、演唱契約者全員に

技能テストを行ない、全員合格と認め、同年二月二三日その旨を全員に通知し、か

つ同月二七日他で新規契約を結びたいので来社を求める旨の通知をした。

組合の切なる要求により、再契約のための面接は、六人一組で行なわれることに

なり、同年三月三、四日ごろ三グループに分けて面接が行なわれた。

この面接において、始めて前記契約書が各演唱契約者に提示された。右契約書の

金額欄には各契約者別にペンで具体的金額が記入されていた。(Ｘ４、契約金、年

額三三六、〇〇〇円、出演料一時間当り一〇〇円、三〇分未満は一時間に切り上げ、

期間一ヵ年、Ｘ５、契約金三〇六、〇〇〇円、出演料一時間当り八〇円、Ｘ６、契

約金三九六、〇〇〇円、出演料一時間当り一二〇円、Ｘ２、契約金四〇二、〇〇〇

円、出演料一時間当り一〇〇円等であった。)右年額契約金は、専属契約時代の契

約金と保証出演料の合計にほぼ見合う金額であった。

右のような契約書を提示された演唱契約者は、従来の専属契約といかなる差異が

あるかと質問したところ、参加人側は、実際の発注指定、出演の仕方、その他の取

り扱いは従来と少しも変らない。但し発注がないときには他所、他社の出演は全く

自由である。もし他に出演することが定まったときは、あらかじめ届出れば、その

日時には会社は発注指定はしないと説明した。

そこで各演唱契約者は、契約書の文言を面接の場でメモにとり、即時に調印する

ことを避け、契約者全員がその対策を協議した。これより先原告合唱団労組は、従

前の専属契約を基本として、より一層専属性(雇傭的性格)を強めた契約にするよう

参加人に要求していたこともあって、各演唱契約者は、提示された契約書は、社外

出演が自由となり、芸能員就業規則の適用が外されているなど、雇用契約の色彩が

非常に薄くされているとの印象を受けたため、新契約書に署名捺印することをため



- 13 -

らった。しかし、調印を拒否する者に対しては、再契約しないとの参加人の強い意

向の前に、やむなき不本意ながら調印することに決め、そのころ全員が右契約書に

調印するに至った。

そして、原告合唱団労組は、昭和四〇年三月二七日付で「参加人が、専属契約を

破棄し、一方的に自由契約を押しつけて来たこと、及び契約更新についての団交を

拒否されたことに対し、不満であること、並びに今後共契約内容の改善のために斗

う」旨の声明書を参加人に提出した。

以上の事実が認められ、他に右認定を左右するに足りる証拠はない。

原告合唱団労組は、右自由契約は不成立ないし無効であり、演唱契約者と参加人

との間には、専属契約がいぜんとして存続している旨主張するけれども、自由契約

が結ばれるに至った経緯は先に認定したとおりであるとしても、最終的には、演唱

契約者は自由契約を結ぶことを承諾したのであるから、他に特段の主張立証のない

本件では自由契約を不成立ないし無効とすべきいわれは存しないものというべく、

この点に関する原告合唱団労組の主張は採用できない。

しかし、自由契約が結ばれるに至った前記経緯に徴すれば、右契約の文言、契約

金の具体的金額などは、すべて参加人が一方的に決定し、演唱契約者の希望は全く

考慮されず、契約者は、参加人から再契約の締結を拒否されることをおそれ、やむ

なく自由契約を結ぶことに合意したものであることは明白である。

(ハ) 自由契約時代の出演の実態

前顕乙第一号証の五、六、成立に争いのない丁第三号証の一、二、証人Ｙ１の証

言によれば、専属契約であった昭和三九年度における演唱契約者の一ヵ月平均の出

演時間は前記のとおり六〇ないし七〇時間あったものが、昭和四〇年四月以降にお

いては一ヵ月平均三、四時間となり出演時間が急激に減少したこと、これは、演唱

契約者が従来レギュラーとして出演していたターミナルサロン及びエプロン大学が

昭和四〇年一月ないし三月にかけて放送を打切られたためであること、以上の事実

が認められる。

然し右のような出演時間の急激な減少は、全く演唱契約者の予想していなかった

事態であり、これら契約者は、参加人の発注を常時期待していたであろうことは容

易に推測できる。これに加えて、先に説示したとおり、参加人の発注に対しては、

原則として拒否できないという基本的な契約関係は、専属契約時代と同質的に存続

していたとすれば、演唱契約者の社外出演ないし他所出演は、当然に制約を受ける

ことになる(会社の発注と競合すれば社外出演ができなくなるし、会社の発注を期

待しこれに出演しようとする限りにおいて発注が予想される時間帯における社外出

演はできるだけ避けるようになる。)

従って、発注の量がいかに減少したとしても、現実に発注された特定の日時、特

定の時間以外の時間の全部が常に演唱契約者の自由なる処分に委ねられていると見

ることは困難である。

なお、証人Ｙ１、同Ｘ２の各証言によれば、自由契約分時においても、健康保険、

厚生年金、厚生共済会に加入が認められており、社員手帳も昭和四〇年末までは交

付されていたことが認められる。
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(ニ) 以上(イ)ないし(ハ)に認定した諸事実を総合して考察すると、自由契約において

も、専属契約における基本的な契約関係は事実上保持され、社外出演の自由はその

限りにおいて自ら制約を受けており、また、出演は、本人に限り代替出演は認めら

れず、しかも発注は、参加人が一方的に決定した番組、日時、場所に従って出演す

るを要し、契約の締結は専属契約と同じく附従契約であり、契約金は専属契約時代

の契約金と保証出演料に見合う額であって、出来高払賃金制における固定給的要素

が保有されている、と考えられる。

してみると、演唱契約者は、参加人が一方的に決定した契約内容に基づいて年間

を通じ芸術的労働力の提供者として、参加人が、一方的に指定した日時、場所、番

組内容に従い、制作担当者の指揮監督の下に、参加人に芸術的労働力を提供し、そ

の対価として一定の報酬を受けているものであり、その限りにおいて参加人に従属

する労働者であると解するのが相当である。

但し自由契約なる出演契約が、専属契約と全く同一であるとは解せられないから、

専属契約が雇傭契約であったように、自由契約も雇傭契約であると解すべきか否か

については疑問の余地の存することは否定できない。

しかし、労組法の保護を受ける労働者であるかどうかは、必ずしもその者が雇傭

契約関係にあるかどうかによって定まるものではないことは先に述べたとおりであ

る。

(ホ) ところで、証人Ｚ４の証言によれば、参加人は、演唱契約者全員に対し、契約期

間の終了する昭和四一年三月末日を以って契約を終了させ、再契約の締結はしない

旨を通告したことが認められ、参加人の右措置に対し演唱契約者は、再契約締結拒

否は実質上解雇であるとなし、現に別件で係争中であることは前述したとおりであ

る。

してみると、演唱契約者と参加人との間には、いわゆる労使の対抗関係(労使関

係の可能性)が存するものというべきであるから、これらの者の組織する労働組合

である原告合唱団労組は、団体交渉権の主体たりうるものであり、参加人は右相手

方としての労組法第七条二号にいう使用者にあたると解するのが相当である。

(ヘ) してみると、これと異る見解に立って、右原告の救済申立を、「参加人は労組法

第七条二号の使用者には、あたらない。」との理由で棄却した本件命令(昭和四〇年

(不)第四号)は、その余の点につき判断するまでもなく失当であるから取消すべき

である。

(四)演奏契約者について

(1) 成立に争いのない丙第一号証の三ないし五、第三号証の三、第四号証の二〇、二

一の一、二、二二の一ないし六、二四ないし二六、証人Ｙ１の証言によれば、次の

事実が認められる。

(イ) 参加人は、昭和二六年九月開局に伴い、当初は約一二名の者と専属契約を結び、

これら契約者をＣＢＣ管弦楽団と呼称し、演奏者として出演させた。専属契約書

の文言は、演唱契約者のそれと始んど同じであった。当初の契約書には早出手当、

長時間手当、時間外手当等の各種手当支給条項、賞与、慰労金に関する支給条項

があったが、昭和二七年度契約から右手当、慰労金の条項は削除された。
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契約期間満了の際の取り扱いは、昭和三一年度までは当事者いずれか一方から

一ヵ月前に解約又は更新の申入をしないときは、自動的に継続延長になる旨規定

されていたのが、昭和三八年度から、期間満了一ヵ月前に更新の申入が当事者い

ずれか一方からなされないときは、自動的に解約になるとあらためられた。

出演報酬は保証出演料と、超過出演料の二種とされ、月間の標準就業指定時間

は一〇〇時間と定められていた。

芸能員就業規則は当初の演奏契約者全員に配布されていたが、右規則の外に施

行内規、契約書以外の細則と題する文書も存していた。

これら演奏契約者は、当初採用されるに際してはテストを受けたが、毎年の契

約更新期には技能テストは実施されておらず、又再契約の締結を拒否された事例

はなく、自発的に再契約を希望しない者を除いて、全員が毎年契約を更新されて

おり、専属契約が後記の優先契約に切り変った昭和三九年七月現在でみると、昭

和二六年の当初の契約から一三年間も更新を継続されている者は六名もいた。(更

新継続年数の内訳は一三年六名、一二年二名、一一年一名、一〇年二名、七年三

名、六年六名、五年一名、三年二名であった。)

(ロ) 出演並びに報酬の実態は次のとおりである。

出演の発注及び応諾の仕方は、演唱契約者と同一である。出演報酬は、昭和三

九年度で出演料の平均月額は四〇〇、〇〇〇円ないし五〇、〇〇〇円であった。

昭和三七年ないし昭和三九年九月までの平均出演時間は、月平均約五〇時間(Ｘ

７の例をみると、昭和三七年六月七六時間、出勤日数一六日、昭和三八年六月五

六時間、出勤日数一〇日、昭和三九年六月三八時間、出勤日数九日)であった。

他社出演、他所出演についての取扱い、その状況は演唱契約者の場合と殆んど

同じである。

以上の事実が認められ、他に右認定を左右するに足りる証拠は存しない。

なお専属契約時代において参加人には出演内規なる文書が存したこと、しかし

右文書は参加人芸能部長Ｙ１の個人的なメモの域を出でず、演奏契約者の就業基

準が、右内規どおりに規律されていたとは認められないことは、先に説示したと

おりである。

(ハ) 以上(イ)(ロ)に認定した事実に、前顕甲第五七、第六〇、第六九、前顕丙第一

号証の三、証人Ｘ１の証言、右証言により成立を認めうる甲第七〇号証の二、原

告楽団労組代表者本人尋問の結果により認められる、演奏契約者も演唱契約者と

同様な社員バッチ、名刺、身分証明書を参加人から交付され、健康保険、厚生共

済会にも加入していたことを総合して考察すれば、演唱契約者について説示した

と同じ理由により演奏契約者と参加人との契約関係は、雇傭契約関係にあるとみ

ることができるから、使用従属関係が存するものと解するのが相当である。

従って、専属契約時代の演奏契約者は、労組法の保護を受ける労働者であった

ことは明らかである。

なお、専属契約において、使用者である参加人のなす更新拒絶は実質上解雇と

同視され、更新拒絶については相当な事由の存在を要すると解すべきことは、演

唱契約者について説示したところと同一である。
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(2) 優先契約及び自由契約時代

(イ) 前顕丙第一号証の三、成立に争いのない丙第五号証の三の一ないし二四、四の

一ないし一八、六の一ないし五、証人Ｙ１の証言、原告楽団労組代表者本人尋問

の結果によれば、演奏契約者は、昭和三九年七月から昭和四〇年九月までの間に、

専属契約から優先契約に、ついで自由契約に切り変えられ、同年一〇月に至って、

全員が自由契約を締結するに至った。

優先契約は、契約書(丙第五号証の三の一ないし二四、)によれば、報酬は保証

出演料と超過出演料の二種とされ、芸能員就業規則の適用はなく「会社の指定す

る場所で指示する者の指揮に従って会社の発注する放送並びに放送附帯業務に優

先的に出演することを約諾する」旨の条項が存した。自由契約書の文言は、演唱

契約者と全く同一である。

以上の事実が認められる。右事実によれば、自由契約は、契約文言上からは、

他所出演、他社出演は全く自由となり、発注に対する諾否も自由となったこと、

優先契約は、発注と他社出演とが同一時間に競合したときは発注に対する出演義

務が優先するというもので、その限りにおいて契約文言上諾否の自由が制約を受

けていること、以上のような契約関係として理解される。

しかし、前顕乙第一号証の四、六、証人Ｘ１、同Ｚ３の証言によれば、参加人

も、演奏契約者も、優先ないし自由契約における本質的な契約関係を諾否自由な

関係とは考えておらず、発注があれば原則として拒否できないと考えていたこと

が認められる。この点については演唱契約者について説示したところと同一であ

る。

このように、契約文言にかかわらず、発注に対し契約者は事実上これを拒否で

きないというのであるから、自由契約を文字通り諾否自由な契約関係と解するこ

とはできない道理である。

(ロ) 前顕丙第一号証の三ないし五、成立に争いのない丙第一号証の二、第三号証の

二、三、第四号証の一ないし一八、証人Ｘ１、同Ｙ１、同Ｚ４、同Ｚ３の各証言、

原告楽団労組代表者尋問の結果によれば、自由契約が締結に至るまでの経緯は、

次のとおりであることが認められる。

演奏契約者は、昭和三九年五月一九日全員二四名を以って楽団労組を結成した。

同年七月二四日演奏契約者(当時は専属契約)三名について、契約更新期が到来

したので、楽団労組は再契約の締結につき団体交渉を申入れ、かつ契約書案文の

事前提示を要求したが、参加人は、契約は個別に交渉すべきものであるとして、

右要求を拒否した。そこで同年八月三一日に、楽団労組は、組合員の契約更新そ

の他の労働条件は、団体交渉により結ばれることを要求する文書を参加人に提出

した。(これより先同年六月末ごろＹ１芸能部長は、楽団控室において、演奏契

約者全員に対し、優先契約につき、芸能員就業規則の適用は外されるが、専属契

約の重要な契約部分は実体としては残すから安心するようにとの説明をした。)

楽団労組からの前記団体交渉申入れは、参加人から拒否されたが、契約の締結、

契約内容の改善に関することがらを除くその余の事項に対する話し合は事実上参

加人と楽団労組との間に行なわれていた。
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昭和四〇年二月一五日に至って楽団労組は契約改善についての団体交渉を要求

する文書を参加人に提出し、組合案として専属契約を基本とする契約案分を示し、

契約日の統一と、右案文どおりに契約内容を変更するよう要求したが、これに対

する参加人の態度は従前と同じであった。

自由契約を締結するに際しても、参加人側から、優先契約についてなされた説

明と同旨の説明がなされた外、発注がないときは、他社、他所の出演は自由であ

る。もし他に出演が定まったときは、あらかじめその旨届出れば、参加人はその

日時には発注しないとの説明がなされた。

右優先、自由各契約の調印は契約者毎に個別になされたが、各契約者は、もし

調印を拒否すれば、再契約を拒否されることを恐れ、不本意ながら全員調印した

が、楽団労組は右契約に不満である旨を参加人に表明していた。

優先、自由両契約を通じ、契約書の金額欄は、あらかじめ参加人において書き

込まれていた。(例えば自由契約においては、昭和四〇年八月Ｘ８契約金年額五

二二、〇〇〇円、出演料単価一時間一〇〇円、Ｘ９契約金年額五五八、〇〇〇円、

出演料単価同じ、Ｘ１契約金年額四三二、〇〇〇円、出演料単価同じ、Ｚ３契約

金年額四六二、〇〇〇円、出演料単価同じ)これら契約金は演唱契約者と同様従

前の専属契約における保証出演料、超過出演料の合計額に見合う額であった。

以上の事実が認められ、他に右認定を左右するに足りる証拠は存しない。

(ハ) 原告楽団労組は、右自由契約は不成立ないし無効である旨主張するけれども、

その理由のないことは、演唱契約者について説示したところと同一である。

しかし、自由契約が結ばれるに至った前記経緯に徴すれば、右契約の文言、契

約金の具体的金額などは、すべて参加人が一方的に決定し、演奏契約者の希望は

全く考慮されず、契約者は新規契約の締結を参加人が拒否することを心配し、不

本意ながら自由契約を結ぶことに合意したものであることは明白である。

(ニ) 前顕丙第一号証の四、第四号証の二六、証人Ｚ４の証言、原告楽団労組代表者

本人尋問の結果によれば、次の事実が認められる。

演奏契約者の昭和四〇年度の平均出演時間は一ヵ月平均九時間となり、専属契

約時代に比し急激に出演時間が減少した。(Ｘ７についてみると、昭和三九年七

月ないし一二月までの平均出演時間は一ヵ月約四〇ないし五〇時間、平均出勤日

数約一二日であったが、昭和四〇年一月一二・五時間、出勤日数三日、二月一六

・五時間出勤日数六日、三月三七・五時間、出勤日数五日、四月九時間、出勤日

数三日、五月一五時間、出勤日数二日となっている。)このように出演が減少し

たのは、昭和四〇年八月現在で出演番組が一週間にレギュラー一本、ドラマの伴

奏一、二回という程度であり、専属契約時代に比し出演番組そのものが減少した

ためである。

なお、優先、自由両契約を通じ、演奏契約者の他社出演は、一、二例を数える

程度で極めて僅少であり、相当数の演奏契約者は夜分にキャバレー、ナイトクラ

ブ等にアルバイトとして稼働しているが、その報酬は参加人との契約による報酬

の不足分を補う程度のものであった。

他に右認定を左右するに足りる証拠はない。
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然し、右のような出演時間の急激な減少は、全く演奏契約者の予想していなか

った事態であり、これら契約者は、参加人の発注を常時期待していたであろうこ

とは、容易に推測できる。これに加えて、先に説示したとおり、参加人の発注に

対しては、原則として拒否できないという基本的な契約関係は、専属契約時代と

同質的に存続しているとすれば、演奏契約者の社外ないし他所出演は当然に制約

を受けることになるから、発注の量がいかに減少したとしても、現実に発注され

た特定の日、特定の時間以外の全部が常に演奏契約者の自由なる処分に委ねられ

ていると見ることの困難なことは演唱契約者について説示したところと同一であ

る。

なお、前顕丙第一号証の四、証人Ｙ１、同Ｘ１の各証言によれば、自由契約時

代においても、本件命令のなされる以前においては厚生年金、厚生共済会に加入

が認められており、社員手帳も交付されていたこと、健康保険、失業保険の適用

もなされていたことが認められる。

(ホ) 以上(イ)ないし(ニ)に認定した事実を総合して考察すると演奏契約者も、参加

人が一方的に決定した契約内容に基づいて、年間を通じ芸術的労働力の提供者と

して、参加人が一方的に指定した日時、場所、番組内容に従い、制作担当者の指

揮監督の下に、参加人に芸術的労働力を提供し、その対価として一定の報酬を受

けているものであり、その限りにおいて参加人に従属する労働者であると解する

のが相当であり、その詳細は演唱契約者について説示したところと全く同一であ

る。

してみると、演奏契約者と参加人との間にはいわゆる労使の具体的労働関係が

存するというべきであるから、これらの者の組織する労働組合である原告楽団労

組は、団体交渉権の主体たりうるものであり、参加人は、右相手方としての労組

法第七条二号にいう使用者にあたると解するのが相当であるから、これと異る見

解の下に、右原告の救済申立を「参加人は、労組法第七条二号の使用者にあたら

ない」との理由で棄却した本件命令(昭和四〇年(不)第五号)は、その余の点につ

き判断するまでもなく失当であるから取消すべきである。

六 以上の次第であるから、被告が昭和四一年二月一九日付でなした本件各命令を取消

すこととし、訴訟費用の負担につき民事訴訟法第八九条、第九四条を適用して主文の

とおり判决する。

名古屋地方裁判所民事第一部


